
第22回

開催日時 ３月28日(火曜日)午前10時
2023年

※受付開始は、午前９時30分を予定しております。

開催場所
東京都台東区蔵前一丁目５番１号
テクノフレックスビル ２階 会議室

決議事項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選

任の件
第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

定時株主総会
招集ご通知

　

　株主さまの安全を第一に考え、株主の皆さまにおかれまして
は、本総会へのご来場をお控えいただくよう、お願い申しあげま
す。
　○ご来場の際には、マスクの着用をお願いいたします。マス
クを着用いただけない株主さまは、入場をお断りさせてい
ただきます。
　○アルコール消毒液を設置しますので、手指の消毒をお願い
いたします。
　○ご来場の株主さまには、体温測定を実施させていただきま
す。測定の結果、37.5度以上の発熱のある株主さまはご入
場をお断りさせていただきます。また、体調が悪いように
見受けられる株主さまにつきましてもご入場をお断りさせ
ていただく場合がございます。
　○座席間隔を広めに取るため、席数に限りがございます。
　○役員・スタッフはマスク着用で対応させていただきます。
　○その他、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた対
応やその他変更がある場合には、当社ウェブサイト
（https://www.technoflex.co.jp/）でお知らせいたしま
す。

証券コード:3449

※株主総会にご出席の株主さまへのお土産のご用意
はございません。何卒ご理解くださいますよう、
お願い申しあげます。

　



目　次

ごあいさつ　……………………………………… ２

第22回定時株主総会招集ご通知　……………… ３

議決権行使についてのご案内　………………… ５

株主総会参考書類　……………………………… ７

事業報告　…………………………………………14

連結計算書類　……………………………………30

計算書類　…………………………………………32

監査報告　…………………………………………34

1



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告

ごあいさつ

　株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげ

ます。

　2022年12月期は、コロナ禍が終息に向かい始めた折に、急激な物価

上昇と円安が日本を襲い、皆さまにおかれましても、変化とご負担の大

きな年であったかと思われます。その様な状況にもかかわらず、当社を

ご支援いただき、ありがとうございました。心から感謝を申しあげま

す。当社グループも物価上昇と円安への対応を迫られましたが、大規模

再開発工事で活況な建築市場と、設備投資が盛んな半導体市場を中心

に、収益を積み重ねることができました。

　その結果、2022年12月期は、売上・利益ともに、期初に掲げた連結

業績目標を上回ることができました。株主の皆さまのご支援の賜物であ

り、重ねて御礼申しあげます。

　さて、2023年12月期は、建築市場向けの継手と、産業用ロボット市

場向けの金属部品を主な牽引役として、連結業績を伸ばしてまいりたい

と考えております。建築市場は、引き続き大規模再開発による好況が持

続し、ロボット市場は、人手不足から世界的なロボット需要が益々拡大

するものと思われます。また介護事業では、昨年の秋に高齢者向けの電

動カートを上市しており、今後の成長に期待しております。千葉工場で

は、昨年末に旧工場の解体工事が完了し、年明けから、新工場の本格的

な建設工事が開始されました。2024年の完成を待ち遠しく思います。

　皆さまにおかれましては、今後とも、より一層のご指導ご鞭撻を賜り

ますよう、心よりお願い申しあげます。

2023年３月

代表取締役社長

前島　岳　
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株 主 各 位 (証券コード　3449)
（発送日）2023年３月９日

（電子提供措置の開始日）2023年３月３日
東京都台東区蔵前一丁目５番１号

株式会社テクノフレックス
代表取締役社長 前島　岳

　当社ウェブサイト　https://www.technoflex.co.jp/

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第22回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第22回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について
電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下の
ウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「IR情報」「株式情報・株主総会」「株主総会」を順に選択
してご確認ください。）
　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所のウェブサイトにも掲載して
おりますので、以下よりご確認ください。

　（上記ウェブサイトにアクセスいただき、銘柄名（会社名）に「テクノフレックス」またはコードに
当社証券コード「3449」を入力・検索し、検索結果から「基本情報」を選択した上で、「上場会社詳細
（縦覧書類／PR情報）」ページの「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄より
ご確認ください。）
　なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い
申しあげます。

［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp）にアクセスしていただき、画面の案内
にしたがって、2023年３月27日（月曜日）午後５時40分までに、議案に対する賛否をご入力ください。
　なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットによる議決権行使の
ご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。
［書面による議決権行使の場合］
　本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
2023年３月27日（月曜日）午後５時40分までに到着するようご返送ください。

敬　具
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■1 日　　時 2023年３月28日（火曜日）午前10時　※午前９時30分受付開始予定

■2 場　　所 東京都台東区蔵前一丁目５番１号
テクノフレックスビル　２階　会議室
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。)

■3 目的事項 報告事項 1. 第22期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）事業報告、
連結計算書類並びに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類
監査結果報告の件

2. 第22期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）計算書類報
告の件

決議事項 第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の
件

第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

■4 議決権行使につい
てのご案内 後記【議決権行使についてのご案内】をご参照ください。

1. 当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

2. 株主総会にご出席の株主の皆さまへのお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
3. 第2２回定時株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送

りいたしますが、事業報告の新株予約権等の状況、業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況、連結計算
書類の連結株主資本等変動計算書、連結注記表および計算書類の株主資本等変動計算書、個別注記表につきましては、法令
および当社定款第13条第２項の規定に基づき、当該書面に記載しておりません。したがいまして、当該書面に記載している
事業報告、連結計算書類および計算書類は、会計監査人または監査等委員会が会計監査報告または監査報告の作成に際して
監査した事業報告、連結計算書類および計算書類の一部です。

4. 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記の当社ウェブサイトおよび東京証券取引所ウェブサイトにおいて、その旨、
修正前の事項および修正後の事項を掲載させていただきます。

記

以　上
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次ページの案内に従って、議案に対
する賛否をご入力ください。

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年3月28日（火曜日）
午前10時（受付開始：午前９時30分）

2023年３月27日（月曜日）
午後５時40分入力完了分まで

2023年３月27日（月曜日）
午後５時40分到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案に対する賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者に
反対する場合 「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第２号議案
◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書はイメージです。

議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
インターネットおよび書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインI D、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

QRコードを用いたログインは１回に限り可能
です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を
行使する場合は、右の「ログインI D・仮パスワードを入
力する方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

新しいパスワードを登録する。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインI D・仮パスワー
ド」を入力しクリックしてください。

2

「ログインI D・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）

6



株主総会参考書類

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

候補者番号 氏　名 当社における地位および担当等 属　性

1 ま え

前
 

 
じ ま

島
 

　
 

　
 

 
が く

岳
代表取締役社長兼社長執行役員

天津天富軟管工業有限公司 董事長
TF（VIETNAM）CO.,LTD. チェアマン

㈱チューブフォーミング 取締役
天孚真空機器軟管(上海)有限公司 執行董事
㈱TFエンジニアリング　代表取締役会長

再 任
　

2 ま え

前
 

 
じ ま

島
 

　
た か

崇
 

 
し

志
取締役兼執行役員

ニトックス㈱ 代表取締役会長
㈱スペースケア 代表取締役会長

再 任
　

3 か わ

川
 

 
か み

上
 

　
の ぶ

展
 

 
お

生
取締役兼専務執行役員管理本部長

天孚真空機器軟管（上海）有限公司 監事
㈱TFエンジニアリング 監査役

ニトックス㈱ 監査役
㈱チューブフォーミング 監査役

再 任
　

4 ふ じ

藤
 

 
き

木
 

　
ひ で

英
 

 
よ

世 執行役員営業本部長 新 任　

5 も と

元
 

 
だ

田
 

　
み ち

充
 

 
た か

隆 取締役 再 任 社 外
　

6 お ぎ

荻
 

 
の

野
 

　
み

美
 

 
さ と

里 取締役 再 任 社 外
　

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（５名）は、本定時株主
総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役６名の選任をお願いするものでありま
す。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号 1 ま え

前
 

 
じ ま

島
 

　
 

　
が く

岳（1967年11月22日生）
　

所有する当社の株式数… 304,000株
取締役会出席状況………… 13/13回　

再　任
　

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
    1994年    4 月 当社入社
    2004年    3 月 ㈱テクノホールディングス 取締役
    2005年    3 月 天孚真空機器軟管（上海）有限公司 董事
    2005年    9 月 ㈱テクノホールディングス 専務取締役管理本部長兼経営企画室長
    2008年    3 月 同社 代表取締役社長
    2008年    3 月 TF（VIETNAM）CO.,LTD. チェアマン（現任）
    2009年    1 月 当社 代表取締役副社長兼営業本部長
    2010年    3 月 当社 代表取締役社長兼営業本部長
    2012年    1 月 当社 代表取締役副社長兼管理本部長
    2013年    3 月 当社 代表取締役社長兼営業本部長
    2013年    3 月 ㈱チューブフォーミング 代表取締役社長
    2014年    3 月 同社 取締役（現任）
    2015年    5 月 当社 代表取締役社長
    2016年    2 月 ㈱TFエンジニアリング 代表取締役社長
    2016年    2 月 ㈱スペースケア 取締役
    2016年    3 月 天津天富軟管工業有限公司 董事長（現任）
    2018年    3 月 当社 代表取締役社長兼社長執行役員(現任）
    2018年    9 月 ㈱中野製作所 代表取締役社長
    2020年    8 月 天孚真空機器軟管（上海）有限公司 執行董事（現任）
    2022年    3 月 ㈱TFエンジニアリング 代表取締役会長（現任）

候補者
番　号 ２ ま え

前
 

 
じ ま

島　
た か

崇 
し

志（1940年１月13日生）
　

所有する当社の株式数… 638,100株
取締役会出席状況………… ９/10回　

再　任
　

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
    1977年    8 月 東京フレックス工業㈱（現 当社）設立 取締役
    1977年    11月 同社 代表取締役社長
    2002年    1 月 ㈱テクノホールディングス（現 当社） 代表取締役会長兼社長
    2010年    3 月 当社 取締役会長
    2012年    3 月 天津天富軟管工業有限公司 董事長
    2013年    3 月 ㈱チューブフォーミング 取締役
    2014年    3 月 ㈱アクアリザーブ 代表取締役社長
    2014年    3 月 ㈱ＴＦエンジニアリング 代表取締役社長
    2015年    3 月 ㈱スペースケア 取締役
    2017年    3 月 当社 相談役
    2017年    3 月 ㈱ＴＦエンジニアリング 代表取締役社長
    2017年    3 月 ニトックス㈱ 代表取締役会長
    2018年    9 月 ㈱中野製作所 取締役
    2019年    4 月 ㈱中野製作所 代表取締役社長
    2020年    3 月 当社 顧問
    2020年    3 月 ニトックス㈱ 取締役会長
    2020年    10月 ㈱スペースケア 代表取締役社長
    2020年    11月 ㈱スペースケア 代表取締役会長（現任）
    2022年    3 月 当社　取締役兼執行役員（現任）
    2022年    3 月 ニトックス㈱ 代表取締役会長（現任）
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候補者
番　号 ３ か わ

川
 

 
か み

上
 

　
の ぶ

展
 

 
お

生（1960年５月15日生）
　

所有する当社の株式数…… 30,000株
取締役会出席状況………… 13/13回　

再　任
　

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
    1983年    4 月 ㈱三和銀行（現 ㈱三菱UFJ銀行）入行
    2009年    9 月 同行 神保町支店長
    2012年    7 月 当社 総務部長
    2013年    3 月 当社 執行役員管理本部長
    2013年    3 月 ㈱チューブフォーミング 取締役
    2014年    3 月 当社 取締役管理本部長兼総務部長
    2014年    3 月 ㈱チューブフォーミング 監査役
    2015年    3 月 当社 常務取締役管理本部長兼総務部長
    2015年    3 月 ㈱スペースケア 監査役
    2016年    11月 天孚真空機器軟管（上海）有限公司 監事（現任）
    2018年    3 月 当社 取締役兼専務執行役員管理本部長兼総務部長
    2019年    3 月 当社 取締役兼専務執行役員管理本部長（現任）

2021年    3 月 ㈱TFエンジニアリング 監査役（現任）
202１年    3 月 ニトックス㈱ 監査役（現任）
202１年    3 月 ㈱チューブフォーミング 監査役（現任）

候補者
番　号 ４ ふ じ

藤
 

 
き

木
 

　
ひ で

英
 

 
よ

世（1972年9月5日生）
　 所有する当社の株式数…… 8,000株　

新　任
　

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
1996年５月 当社入社
2016年１月 一般部長
2017年１月 フレキ部長
2018年２月 執行役員営業本部長
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候補者
番　号 ５ も と

元
 

 
だ

田
 

　
み ち

充
 

 
た か

隆（1945年８月15日生）
　

所有する当社の株式数…… 5,000株
取締役会出席状況………… 13/13回　

再　任 社　外
　

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
    1969年    7 月 ㈱三和銀行（現 ㈱三菱UFJ銀行）入行
    1989年    2 月 同行 沼津支店長
    1990年    10月 東和証券㈱ 総合企画室長
    1993年    5 月 ㈱三和銀行（現 ㈱三菱UFJ銀行） 事業調査部長
    1996年    6 月 同行 取締役事業調査部長
    1997年    6 月 同行 取締役人事部長
    1999年    6 月 同行 常務執行役員
    2001年    6 月 同行 専務執行役員
    2002年    6 月 ㈱UFJ総合研究所（現 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング㈱） 専務取締役
    2003年    6 月 同社 代表取締役社長
    2005年    6 月 宇部興産㈱ 社外取締役
    2014年    7 月 当社 社外取締役（現任）

2023年１月 (公財)キープ協会 理事長（現任）

候補者
番　号 ６ お ぎ

荻
 

 
の

野
 

　
み

美
 

 
さ と

里（1983年１月20日生）
　

所有する当社の株式数……………0株
取締役会出席状況………… 13/13回　

再　任 社　外
　

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
    2006年    9 月 新日本アーンストアンドヤング税理士法人（現 EY税理士法人）入社
    2010年    9 月 ＯＡＧ税理士法人入社
    2017年    9 月 同社 マネジメント・ソリューション部 公益財団プロジェクト シニアマネージャー(現任)
    2020年    3 月 当社 社外取締役（現任）
    2020年    8 月 （一財）ゴールドウイン西田育英財団（現 （公財）ゴールドウイン西田育英財団） 監事

（現任）
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(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 「所有する当社の株式数」については、2022年12月31日現在の所有株式数を記載しております。
3. 元田充隆氏および荻野美里氏は、社外取締役候補者であります。
4. 元田充隆氏につきましては、長年、金融機関での事業調査等における豊富な経験と幅広い見識を有しており、これを当社の経営に反映してい

ただくため、社外取締役として再任をお願いするものであります。同氏には、客観的かつ大局的に企業価値の向上という観点にて、専門的立
場から当社の経営に対する適切な監督を行っていただくことを期待しております。

5. 元田充隆氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって８年８ヵ月となります。
6. 荻野美里氏につきましては、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、税理士としての豊富な経験と幅広

い見識を有しており、これを当社の経営に反映していただくため、社外取締役として再任をお願いするものであります。同氏には、主に財務
および会計に関する知見を活かし、当社の経営に対する適切な監督を行っていただくことを期待しております。

7. 荻野美里氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年となります。
8. 当社は、元田充隆氏および荻野美里氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。本議案が承認された場合、当社は両
氏との当該契約を継続する予定であります。

9. 当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社との間で締結し、被保険者が、その職務の執
行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該保険契約により塡補するこ
ととしております。当該保険の保険料は、全額当社が負担しております。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。なお、
当該保険契約の被保険者は、当社および当社の会社法上の全ての子会社の役員、執行役員および管理職または監督者の地位にある従業員であ
り、本議案において各氏の選任が承認可決された場合には、各氏は被保険者となります。

10.当社は、元田充隆氏および荻野美里氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。なお、本議案
が承認された場合、引き続き両氏を独立役員とする予定であります。
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第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

氏　名 当社における地位および担当等 属　性

せ

瀬
 

 
ぐ ち

口
 

　
け い

敬
 

 
ぞ う

三 － 新 任 社 外
　

　本定時株主総会終結の時をもって、監査等委員である取締役深見克俊氏は辞任されますので、新たに監
査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであり、その任期は、選任後２年以内に終了する事業年
度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。
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せ

瀬
 

 
ぐ ち

口
 

　
け い

敬
 

 
ぞ う

三（1958年７月17日生）
　 所有する当社の株式数……………0株　

新　任 社　外
　

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
1982年４月 東京中小企業投資育成㈱入社
2000年４月 同社 営業推進室長
2003年２月 同社 業務第二部長兼営業推進室長
2004年６月 同社 業務第一部長兼営業推進室長
2005年７月 同社 総務企画部長
2006年６月 同社 執行役員総務企画部長委嘱
2007年４月 同社 執行役員業務第五部長委嘱
2009年４月 同社 執行役員営業統括部長委嘱
2009年６月 同社 執行役員営業統括部長委嘱 業務第一部～業務第五部担当
2010年６月 同社 取締役営業統括部長委嘱 業務第一部～業務第五部担当
2017年６月 同社 常務取締役営業統括部長委嘱 業務第一部～業務第五部担当
2020年４月 同社 常務取締役営業統括部、業務第一部～業務第五部担当（現任）

(注) 1. 瀬口敬三氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 「所有する当社の株式数」については、2022年12月31日現在の所有株式数を記載しております。
3. 瀬口敬三氏は、新任の社外取締役候補者であります。
4. 瀬口敬三氏につきましては、中小企業投資育成政策実施機関における長年の経験と同機関の取締役として経営に関する相当程度の知見を有し

ており、当社の経営の監督等に充分な役割を果たしていただけるものと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏に
は、長年の中小企業投資育成政策実施機関における経験と経営に関する知見を活かし、事業育成の専門家として、客観的かつ専門的立場から
当社の経営に対する適切な監督を行っていただくことを期待しております。

5. 本議案が承認された場合、当社は、瀬口敬三氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す
る契約を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

6. 当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社との間で締結し、被保険者が、その職務の執
行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該保険契約により塡補するこ
ととしております。当該保険の保険料は、全額当社が負担しております。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。なお、
当該保険契約の被保険者は、当社および当社の会社法上の全ての子会社の役員、執行役員および管理職または監督者の地位にある従業員であ
り、本議案が承認可決された場合には、瀬口敬三氏は被保険者となります。

7. 瀬口敬三氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、本議案が承認された場合には、同氏を独立役員として指定す
る予定であります。

以　上
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事業報告（2022年１月１日から2022年12月31日まで）

1 企業集団の現況

第21期
（2021年12月期）

第22期
（2022年12月期） 前連結会計年度比

金額（百万円） 金額（百万円） 増減率

売上高 19,633 22,174 12.9％

営業利益 2,615 2,752 5.2％

親会社株主に帰属する当期純利益 1,718 2,413 40.4％

(1) 当事業年度の事業の状況
① 事業の経過および成果
　当連結会計年度における我が国経済は、物価上昇による世界的な金融引締めや円安が続く中、欧米の
景気後退懸念に加え、中国における新型コロナウイルス感染症の拡大等により、依然として先行き不透
明な状況が続いております。
　このような状況の中、当社グループは、事業環境が好転し、営業力の強化に取り組んだことにより、
当連結会計年度は、継手事業を始め全ての事業セグメントにおいて売上が増加し、損益面では円安要因
を含む原材料価格の上昇等により利益率は低下したものの、トータルとして増益となりました。さら
に、2022年４月１日付で実施しました株式会社アクアリザーブの吸収合併に伴い、法人税等調整額
（益）566百万円を計上いたしました。
　以上の結果、当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高22,174百万円（前連結会計年度
比12.9％増）、営業利益2,752百万円（同5.2％増）、経常利益3,060百万円（同10.2％増）、親会社
株主に帰属する当期純利益2,413百万円（同40.4％増）となりました。
　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計
年度の期首から適用し、2022年12月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値
を記載しておりますが、2021年12月期以前に係る各数値については、当該会計基準等を適用する前の
数値を記載しております。また、2022年12月期と2021年12月期とを比較した記載は、会計基準が異
なることから、参考情報として記載しております。
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継手事業 　フレキシブル継手および半導体関連の真空機器等、全般的に売
上は増加し、円安要因を含む原材料価格の上昇等により利益率は
低下したものの、増収増益となりました。
　その結果、当連結会計年度の売上高は13,846百万円（前連結会
計年度比16.4％増）、営業利益は2,209百万円（同6.1％増）と
なりました。

11,894

第21期
（2021年12月期）

13,846

第22期
（2022年12月期）

（単位：百万円）売上高

13,846百万円

売上高

(前連結会計年度比16.4%増)

防災・工事事業 　消防設備工事は、首都圏等の再開発工事に伴う工事需要の増加
と、利益率の高い大型案件の完成により、増収増益となりまし
た。
　その結果、当連結会計年度の売上高は4,140百万円（前連結会
計年度比6.4％増）、営業利益は832百万円（同15.9％増）とな
りました。

3,891

第21期
（2021年12月期）

4,140

第22期
（2022年12月期）

（単位：百万円）売上高

4,140百万円

売上高

(前連結会計年度比6.4%増)

自動車・ロボット事業 　自動車分野は前年並みの売上（微減）でしたが、ロボット分野
は需要増加に伴い売上が大きく増加し、増収増益となりました。
　その結果、当連結会計年度の売上高は2,368百万円（前連結会
計年度比12.7％増）、営業利益は143百万円（同13.3％増）とな
りました。

2,101

第21期
（2021年12月期）

2,368

第22期
（2022年12月期）

（単位：百万円）売上高

2,368百万円

売上高

(前連結会計年度比12.7%増)

介護事業 　他社の福祉用具レンタル事業を買収したこと等により売上は増
加いたしましたが、当該買収の手数料やのれん償却費等の販管費
増加、および商品在庫の評価減等により減益となりました。
　その結果、当連結会計年度の売上高は1,716百万円（前連結会
計年度比4.3％増）、営業利益は65百万円（同65.7％減）となり
ました。

1,645

第21期
（2021年12月期）

1,716

第22期
（2022年12月期）

（単位：百万円）売上高

1,716百万円

売上高

(前連結会計年度比4.3%増)

　企業集団の事業区分別売上状況は次のとおりであります。
　なお、2022年４月１日付で当社が連結子会社であった株式会社アクアリザーブを吸収合併したこと
に伴い、セグメント区分を見直した結果、当連結会計年度より、従来「防災・工事事業」に含まれてお
りました株式会社アクアリザーブの事業を「継手事業」に含めて記載する方法に変更しております。
　前連結会計年度比較については、前連結会計年度の数値を変更後のセグメント区分に組替えた数値に
て比較しております。

(注) 上記の他にその他として、売上高101百万円（前連結会計年度比1.5％増）、営業利益40百万円（同18.7％増）を計上しております。
15
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　該当事項はありません。

継手事業 当社 千葉工場の拡充

継手事業 当社 千葉工場の拡充に伴う一部除却

② 設備投資等の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は、2,028百万円で、そ
の主なものは次のとおりであります。
イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

ハ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度中に、千葉工場拡充のための設備投資資金として、金融機関より長期借入金合計
5,000百万円の調達を行うとともに、短期借入金合計2,000百万円の返済を行いました。

④ 重要な企業再編等の状況
　当社は、2022年４月１日を効力発生日として、当社の連結子会社であった株式会社アクアリザーブ
と吸収合併を行い、同社が営んでおりました貯水機能付給水管装置の製造販売事業に関する全ての権利
義務を承継いたしました。
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18,999

第19期
（2019年12月期）

18,734

第20期
（2020年12月期）

19,633

第21期
（2021年12月期）

22,174

第22期
（2022年12月期）

（単位：百万円）売上高

2,437

第19期
（2019年12月期）

1,929

第20期
（2020年12月期）

2,776

第21期
（2021年12月期）

3,060

第22期
（2022年12月期）

（単位：百万円）経常利益

1,696

第19期
（2019年12月期）

1,205

第20期
（2020年12月期）

1,718

第21期
（2021年12月期）

2,413

第22期
（2022年12月期）

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

28,612

18,686

第19期
（2019年12月期）

26,497

18,982

第20期
（2020年12月期）

28,985

20,464

第21期
（2021年12月期）

33,052

22,590

第22期
（2022年12月期）

（単位：百万円）総資産/純資産
■総資産　■純資産

94.50

第19期
（2019年12月期）

66.14

第20期
（2020年12月期）

94.22

第21期
（2021年12月期）

132.16

第22期
（2022年12月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益

1,011.92

第19期
（2019年12月期）

1,027.14

第20期
（2020年12月期）

1,106.33

第21期
（2021年12月期）

1,216.32

第22期
（2022年12月期）

（単位：円）1株当たり純資産

区　　分 第19期
（2019年12月期）

第20期
（2020年12月期）

第21期
（2021年12月期）

第22期
（当連結会計年度）
（2022年12月期）

売上高 (百万円) 18,999 18,734 19,633 22,174
親会社株主に帰属する
当期純利益 (百万円) 1,696 1,205 1,718 2,413

１株当たり当期純利益 (円) 94.50 66.14 94.22 132.16
総資産 (百万円) 28,612 26,497 28,985 33,052
純資産 (百万円) 18,686 18,982 20,464 22,590
１株当たり純資産額 (円) 1,011.92 1,027.14 1,106.33 1,216.32

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況
① 企業集団の財産および損益の状況

(注) 1. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式
総数により算出しております。

2. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度に
係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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区　　分 第19期
（2019年12月期）

第20期
（2020年12月期）

第21期
（2021年12月期）

第22期
（当事業年度）

（2022年12月期）

売上高 (百万円) 10,307 9,959 10,737 12,334
当期純利益 (百万円) 1,281 1,794 1,799 2,029
１株当たり当期純利益 (円) 71.34 98.45 98.65 111.15
総資産 (百万円) 21,100 21,237 22,196 26,160
純資産 (百万円) 14,133 15,072 16,154 17,367
１株当たり純資産額 (円) 775.88 826.30 885.42 948.40

② 当社の財産および損益の状況

(注) 1. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式
総数により算出しております。

2. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用しており、当事業年度に係る各数
値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

天津天富軟管工業有限公司 3,937万人民元 83.05％ フレキシブル継手・伸縮管継手の製造
天孚真空機器軟管(上海)有限公司 270万米ドル 100.00％ 真空機器部品等の製造販売
TF (VIETNAM) CO., LTD. 400万米ドル 100.00％ フレキシブル継手・伸縮管継手の製造

㈱TFエンジニアリング 95百万円 100.00％ 衛生、空調、消防設備・配管の設計、
施工および管理

ニトックス㈱ 48百万円 100.00％ 消防設備配管工事
㈱中野製作所 20百万円 100.00％ 管加工機と管接合工具の製造販売

㈱チューブフォーミング 100百万円 100.00％ 自動車部品および産業用ロボット部品
の製造販売

㈱スペースケア 98百万円 100.00％ 介護用品のレンタル・販売、住宅改
修、ケアプランの作成

(3) 重要な親会社および子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

(注) 1. 連結子会社を全て記載しております。
2. 当社は、2022年４月１日を効力発生日として㈱アクアリザーブを吸収合併いたしました。
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(4) 対処すべき課題
　当社は、３ヵ年の中期計画を策定し、毎期見直しを行っております。それに基づき事業の拡大と経営
基盤の強化を目的とした施策を推進しております。課題と対応策は以下のとおりであります。
① マーケットの変動を捉えた主力事業の強化
イ. 半導体需要の増加、防災意識の高まり、インフラ老朽化への対応等、多様化する継手ニーズに応

えるため、営業部門では、マーケティング力の強化と開発部門との連携強化を進めております。
ロ. また、拡大が見込まれる製品需要への備えとして、2020年7月にベトナム第３工場が完成、
2021年６月に新潟第４工場が完成、2022年９月に千葉工場の拡張工事を開始するなど、国内
外において積極的に設備投資を行っております。

ハ. さらに、設計システムの高度化に取り組み、設計部門の効率化および精度向上並びに営業部門・
製造部門とのシステム連携強化による生産性の向上を進めております。

② グループのシナジーを活用した新規事業の創造
イ. 2024年12月期に完成予定の新千葉工場は、当社の製造・流通拠点に留まらず、グループ会社の

事業拠点としても活用する予定です。グループ各社の技術と人材の交流を活性化し、グループシ
ナジーを高めて参ります。

ロ. 自動車・ロボット事業において、㈱チューブフォーミングは、ロボット需要の拡大に応じて設備
投資を実施し、ロボット事業の製品拡充に取り組んでおります。自動車事業は、ＥＶ化の流れを
ふまえた製品開発を進め、自動車市場の多様化に対応してまいります。

ハ. 介護事業においては、㈱スペースケアが、オリジナル商品の充実を図り、製造業のグループ会社
としての強みを活かした事業戦略を展開してまいります。

③ 安全・安心をコンセプトとした多面的事業ポートフォリオの展開
イ. 当社の祖業である継手事業は、防災を目的とした製品を扱い、加わった事業も安全・安心をコン

セプトに持つ事業が多く、今後とも、周辺分野も含め、積極的にＭ＆Ａを行う方針であります。
ロ. その方向性は、近年、地球的規模での課題であるＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)に関わる事業展
開ともなり、多面的な企業価値を追求いたします。

ハ. また、内部統制システムの基本方針に沿って、内部管理体制を整備し、実効性のあるガバナンス
体制の実現に取り組んでまいります。
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(5) 主要な事業内容（2022年12月31日現在）

事業区分 事業内容

継手事業 フレキシブル継手、伸縮管継手、真空機器部品管および貯水機能付給水管装置の製造・販売

防災・工事事業 消防設備の設計・施工・管理、水道管および電柱の切断装置の製造・販売

自動車・ロボット事業 金属塑性加工品の製造・販売

介護事業 福祉用具のレンタル・販売、介護用住宅改修、介護用マットレスの洗浄

(6) 主要な営業所および工場（2022年12月31日現在）

本　社 東京都台東区

営業所 東北営業所（宮城県仙台市）、東京営業所（東京都台東区）、名古屋営業所（愛知県名古屋市）、
大阪営業所（大阪府大阪市）、福岡営業所（福岡県福岡市）、熊本営業所（熊本県菊池郡大津町）

工　場 新潟工場（新潟県村上市）、神林工場（新潟県村上市）、千葉工場（千葉県船橋市）、
静岡工場（静岡県袋井市）、京都工場（京都府相楽郡精華町）、熊本工場（熊本県菊池郡大津町）

天津天富軟管工業有限公司 本社（中国天津市）

天孚真空機器軟管(上海)有限公司 本社（中国上海市）

TF (VIETNAM) CO.,LTD. 本社（ベトナム国ホーチミン市）

㈱TFエンジニアリング 本社（東京都台東区）、千葉工場（千葉県船橋市）、
北関東支社（栃木県下都賀郡壬生町）

ニトックス㈱ 本社（神奈川県川崎市）

㈱中野製作所 本社（埼玉県さいたま市）

㈱チューブフォーミング 本社（神奈川県横浜市）、横浜工場(神奈川県横浜市)、
静岡工場（静岡県菊川市）、長野工場（長野県伊那市）

㈱スペースケア 本社（千葉県船橋市）

① 当社

② 子会社

(注) 1. 連結子会社を全て記載しております。
2. 当社は、2022年４月１日を効力発生日として㈱アクアリザーブを吸収合併いたしました。
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(7) 使用人の状況（2022年12月31日現在）

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減
継手事業 554 （112）名 10名増（16名増）

防災・工事事業 74 （38）名 15名減 （1名増）

自動車・ロボット事業 77 （11）名 6名減 （―）

介護事業 118 （17）名 11名増 （1名増）

報告セグメント計 823 （178）名 ―（18名増）

全社（共通） 15 （6）名 1名減 （1名減）

合　計 838 （184）名 1名減（17名増）

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
275（110）名 4名増（7名増) 45.0歳 12.6年

① 企業集団の使用人の状況

(注) 1. 使用人数は就業人員であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
2. 「全社（共通）」として記載している使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属しているものであります。
3. 当連結会計年度に連結子会社であった株式会社アクアリザーブを吸収合併したことに伴い、従来「防災・工事事業」に含まれておりました
株式会社アクアリザーブの事業区分を「継手事業」に変更したため、前連結会計年度末比増減については、前連結会計年度の数値を変更後の
事業区分に組み替えて比較しております。

② 当社の使用人の状況

(注) 使用人数は就業人員であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
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(8) 主要な借入先の状況（2022年12月31日現在）

借入先 借入額
㈱三菱UFJ銀行 1,505百万円

㈱みずほ銀行 1,477百万円

㈱三井住友銀行 1,290百万円

㈱日本政策投資銀行 533百万円

日本生命保険(相) 495百万円

㈱千葉銀行 99百万円

借入先 借入額
㈱三井住友銀行 56百万円

① 当社の主要な借入先

② 子会社の主要な借入先（㈱スペースケア）

(9) その他の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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2 会社の現況
(1) 株式の状況（2022年12月31日現在）

① 発行可能株式総数 40,000,000株

② 発行済株式の総数 21,360,000株

③ 株主数 6,087名

株主名 持株数 持株比率

㈱ティーエムアセット 10,576,200株 57.75％

㈱日本カストディ銀行(信託口) 799,900株 4.37％

前島　崇志 638,100株 3.48％

東京中小企業投資育成㈱ 350,000株 1.91％

前島　岳 304,000株 1.66％

日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口) 120,700株 0.66％

木ノ下　孝弘 110,000株 0.60％

平野　隆夫 105,400株 0.58％

前島　諒三 100,000株 0.55％

山本　綱紀 90,300株 0.49％

④ 大株主

(注) 1. 当社は、自己株式を3,047,536株保有しており、上記④大株主の記載には当該自己株式を含めておりません。
2. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤ その他株式に関する重要な事項
　不動産取得の対価としまして、2022年10月13日付で、第三者割当により60,800株の自己株式を処
分いたしました。
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① 取締役の状況（2022年12月31日現在）

会社における地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長兼
社長執行役員 前島　　岳

天津天富軟管工業有限公司 董事長
TF (VIETNAM) CO.,LTD. チェアマン
㈱チューブフォーミング 取締役
天孚真空機器軟管(上海)有限公司 執行董事
㈱TFエンジニアリング 代表取締役会長

取締役兼執行役員 前島　崇志 ニトックス㈱ 代表取締役会長
㈱スペースケア 代表取締役会長

取締役兼専務執行役員 川上　展生

管理本部長
天孚真空機器軟管（上海）有限公司 監事
㈱TFエンジニアリング 監査役
ニトックス㈱ 監査役
㈱チューブフォーミング 監査役

取締役 元田　充隆 ―

取締役 荻野　美里
ＯＡＧ税理士法人マネジメント・ソリューション部
 公益財団プロジェクト シニアマネージャー
(公財)ゴールドウイン西田育英財団 監事

取締役（監査等委員・常勤） 小菅　　薫 ―
取締役（監査等委員) 植木　秀敏 日栄インテック㈱ 社外監査役

取締役（監査等委員） 深見　克俊 東京中小企業投資育成㈱ 監査役
コスモ・バイオ㈱ 社外取締役（監査等委員）

(2) 会社役員の状況

(注) 1. 取締役元田充隆氏および荻野美里氏ならびに取締役（監査等委員）植木秀敏氏および深見克俊氏は社外取締役であります。
2. 取締役（監査等委員）植木秀敏氏は長年、上場企業の経理業務の経験があり、また取締役（監査等委員）深見克俊氏は中小企業投資育成政

策実施機関における長年の経験があり、いずれも財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
3. 情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため、常勤の監査等委員を置いております。
4. 当社は、社外取締役元田充隆氏、荻野美里氏、植木秀敏氏および深見克俊氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役元田充隆氏および荻野美里氏ならびに取締役（監査等委員）小菅薫氏、植木秀敏氏およ
び深見克俊氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す
る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額
としております。
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③ 役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約の内容の概要
　当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被
保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによ
って生ずることのある損害を、当該保険契約により塡補することとしております。
　当該保険の保険料は、全額当社が負担しております。
　なお、当該保険契約の被保険者は、当社および当社の会社法上の全ての子会社の役員、執行役員およ
び管理職または監督者の地位にある従業員であります。

④ 取締役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年２月18日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等は、固定報酬および業績連動報酬で構成さ
れており、株主総会の決議により定められた年間報酬限度額の範囲内において、取締役会又は取締
役会から委任された代表取締役が、個々の報酬額を決定しております。なお、独立性を確保する
目的から、社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、固定報酬のみとしております。
　固定報酬の額は、個々の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務および責任等を総合
的に評価し、決定いたします。
　業績連動報酬の額は、固定報酬と同様の評価に加え、当社グループ全体の業績向上を目的とし、
連結の当期純利益を指標とした業績等を総合的に評価し、さらに客観性・妥当性を担保するために
同業種および同規模の企業における固定報酬と業績連動報酬との比率を比較・検証し、決定いたし
ます。
　監査等委員である取締役の報酬等は、独立性を確保する目的から、固定報酬のみで構成されてお
り、株主総会の決議により定められた年間報酬限度額の範囲内において、監査等委員の協議により
決定しております。
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区分 員数 総支給額
内訳

固定報酬 業績連動報酬等

取締役（監査等委員を除く）

（うち社外取締役）

５名

（２名）

72百万円
（7百万円）

63百万円
（7百万円）

9百万円
（―）

取締役（監査等委員）

（うち社外取締役）

４名

（２名）

15百万円
（7百万円）

15百万円
（7百万円） ―

合計

（うち社外取締役）

９名

（４名）

87百万円
（14百万円）

78百万円
（14百万円）

９百万円
（―）

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

(注) 1. 上記の報酬等の額には、取締役（社外取締役および監査等委員を除く）２名に対する当事業年度における役員賞与の未払額９百万円が
含まれております。

2. 業績連動報酬等にかかる業績指標は、当社グループ全体の業績向上を目的とすることから連結の当期純利益とし、その実績は2,446百
万円であります。当社の業績連動報酬は、連結の当期純利益を指標とした業績等を総合的に評価し、さらに客観性・妥当性を担保する
ために同業種および同規模の企業における確定額報酬と業績連動報酬との比率を比較・検証したうえで算定されております。

3. 非金銭報酬等は導入しておりません。
4. 取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2016年３月28日開催の第15回定時株主総会において、年額200百万円以内（ただし、

使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は、５名（う
ち、社外取締役は１名）です。

5. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2016年３月28日開催の第15回定時株主総会において、年額25百万円以内と決議いただいて
おります。当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は、３名です。

6. 取締役会は、代表取締役社長兼社長執行役員前島岳に対し、監査等委員である取締役を除く各取締役の固定報酬の額および社外取締役
を除く各取締役の担当部門の業績等を踏まえた賞与の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案
しつつ、監査等委員である取締役を除く各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役が適していると判断したためでありま
す。なお、取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決
定方法および決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断して
おります。
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区分 氏名 出席状況、発言状況および社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 元田　充隆

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席いたしました。出席した取締役
会において、会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、経営全般の観
点から適宜発言を行う等、客観的かつ大局的に企業価値の向上という観点にて、専
門的立場から当社の経営に対する適切な監督を行い、経営の意思決定の妥当性・適
正性を確保するための適切な役割を果たしております。

取締役 荻野　美里
当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席いたしました。税理士としての
豊富な経験と幅広い見識に基づき、適宜必要な発言を行う等、主に財務および会計
に関する知見を活かし、当社の経営の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
適切な役割を果たしております。

取締役(監査等委員） 植木　秀敏

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、十分な知識と豊富な経験か
ら適宜必要な発言を行っております。
また、当事業年度に開催された監査等委員会16回全てに出席し、適宜必要な発言
を行っております。
長年のコンサルティング業務経験と財務および会計に関する知見を活かし、客観的
かつ専門的立場から当社の経営の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切
な役割を果たしております。

取締役(監査等委員） 深見　克俊

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、十分な知識と豊富な経験か
ら適宜必要な発言を行っております。
また、当事業年度に開催された監査等委員会16回全てに出席し、適宜必要な発言
を行っております。
長年の中小企業投資育成政策実施機関における経験と財務および会計に関する知見
を活かし、事業育成の専門家として、客観的かつ専門的立場から当社の経営の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

⑤ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・社外取締役荻野美里氏は、ＯＡＧ税理士法人のマネジメント・ソリューション部公益財団
プロジェクトシニアマネージャーおよび(公財)ゴールドウイン西田育英財団の監事であり
ます。ＯＡＧ税理士法人および(公財)ゴールドウイン西田育英財団と当社との間には特別な関
係はありません。

・社外取締役（監査等委員）植木秀敏氏は、日栄インテック㈱の社外監査役であります。
日栄インテック㈱と当社との間には特別な関係はありません。

・社外取締役（監査等委員）深見克俊氏は、コスモ・バイオ㈱の社外取締役（監査等委員）で
あります。コスモ・バイオ㈱と当社との間には特別な関係はありません。また同氏は、
東京中小企業投資育成㈱の監査役であり、同社は当社の大株主であります。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 35百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 35百万円

(3) 会計監査人の状況
① 名称　三優監査法人

② 報酬等の額

(注) 1. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠等が適切であるかについて必要な検
証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額に同意の判断をいたしました。

2. 当社は、会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分してお
らず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

3. 当社の重要な子会社のうち在外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこの資格に相当する
資格を有するものを含む）の監査を受けております。

③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、当社の会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し、適正な監査の
遂行が困難であると認めた場合は、監査等委員全員の同意により、当該会計監査人を解任いたします。
　また、上記の場合のほか、監査等委員会は、当社の会計監査人の独立性、信頼性、効率性等を勘案
し、適正な監査の遂行が困難であると認められる場合等、その必要があると判断した場合は、監査等委
員全員の同意により、株主総会に提出する当該会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決
定いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

⑥ 補償契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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3 剰余金の配当等の決定に関する方針
(1) 利益配分に関する基本方針
　当社は株主に対する利益還元を安定的かつ継続的に実施することを重要な経営課題と認識し、経営環
境、将来の事業展開および業績の推移等の総合的な観点から、また、長期的な事業展開と財務体質・収
益基盤の強化をするため内部留保を充実させることも勘案したうえで決定することを基本方針としてお
ります。

(2) 配当決定に関する基本方針
　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、当事業年度
の剰余金の配当につきまして、定款の定めに基づき、１株あたり54円（うち中間配当21円）の配当を
実施することを取締役会にて決議させていただきました。
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連結貸借対照表（2022年12月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形、売掛金及び契約資産
電子記録債権
リース投資資産
商品及び製品
仕掛品
未成工事支出金
原材料及び貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
建設仮勘定
その他

無形固定資産
のれん
その他

投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
その他　

17,787,137
6,233,799
4,072,887
1,856,632
759,494
1,105,693
608,159
131,366
2,680,740
354,396
△16,033

15,265,702
13,599,177
5,012,281
1,093,497
5,769,678
1,416,705
307,014
738,624
251,618
487,006
927,900
309,771
438,280
179,848　

負債の部
流動負債 4,804,539
買掛金 1,690,210
短期借入金 300,000
１年内返済予定の長期借入金 685,933
未払法人税等 288,128
未成工事受入金 457,880
製品保証引当金 20,358
その他 1,362,027

固定負債 5,657,989
長期借入金 4,471,888
繰延税金負債 126,356
役員退職慰労引当金 15,691
退職給付に係る負債 262,720
資産除去債務 22,080
その他 759,252

負債合計 10,462,529
純資産の部
株主資本 21,369,892

資本金 1,000,000
資本剰余金 509,905
利益剰余金 20,789,015
自己株式  △929,028

その他の包括利益累計額 903,887
その他有価証券評価差額金 49,667
繰延ヘッジ損益 7,979
為替換算調整勘定 846,241

非支配株主持分 316,531
純資産合計 22,590,311

資産合計 33,052,840 負債・純資産合計 33,052,840
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連結損益計算書（2022年１月１日から2022年12月31日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 22,174,025
売上原価 14,946,022
売上総利益 7,228,003
販売費及び一般管理費 4,475,563
営業利益 2,752,440
営業外収益

受取利息 15,165
受取配当金 7,825
為替差益 277,783
その他 56,346 357,122

営業外費用
支払利息 22,125
売上債権売却損 20,566
その他 6,383 49,074
経常利益 3,060,487
特別利益

受取保険金 39,299 39,299
特別損失

固定資産除却損 11,668
投資有価証券評価損 14,524
減損損失 62,395
工場建替関連費用 152,399
災害による損失 36,166 277,154

税金等調整前当期純利益 2,822,632
法人税、住民税及び事業税 797,606
法人税等調整額  △421,013 376,592
当期純利益 2,446,039
非支配株主に帰属する当期純利益 32,611
親会社株主に帰属する当期純利益 2,413,428
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貸借対照表（2022年12月31日現在） (単位：千円)
科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
リース投資資産
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前払費用
その他

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
関係会社長期貸付金
長期前払費用
繰延税金資産
その他

　

10,649,757
3,365,672
288,550
1,415,588
1,914,833
759,494
1,022,533
224,213
1,291,859
22,376
344,636

15,510,431
9,500,435
3,289,735
57,297
520,457
11,072
48,621

4,156,544
1,416,705
374,946
369,922
5,024

5,635,048
169,615
3,506,983
1,272,952
67,130
2,656

580,011
35,698

　

負債の部
流動負債 3,551,242
買掛金 1,263,352
短期借入金 1,000,000
１年内返済予定の長期借入金 642,651
未払金 329,790
未払費用 210,986
未払法人税等 14,714
預り金 25,155
前受収益 2,468
製品保証引当金 20,358
その他 41,765

固定負債 5,241,387
長期借入金 4,458,329
役員退職慰労引当金 10,025
資産除去債務 22,080
長期預り保証金 750,953

負債合計 8,792,630
純資産の部
株主資本 17,299,456
資本金 1,000,000
資本剰余金 1,967,230
資本準備金 1,967,230

利益剰余金 17,391,762
利益準備金 112,407
その他利益剰余金 17,279,354
特別償却準備金 24,531
別途積立金 1,967,000
圧縮積立金 1,203
繰越利益剰余金 15,286,620

自己株式 △3,059,536
評価・換算差額等 68,102
その他有価証券評価差額金 60,123
繰延ヘッジ損益 7,979

純資産合計 17,367,559
資産合計 26,160,189 負債純資産合計 26,160,189
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損益計算書（2022年１月１日から2022年12月31日まで） (単位：千円)

科目 金額
売上高 12,334,733
売上原価 8,985,595
売上総利益 3,349,138
販売費及び一般管理費 2,341,966
営業利益 1,007,172
営業外収益
受取利息 6,347
受取配当金 1,117,422
仕入割引 4,119
その他 37,449 1,165,339
営業外費用
支払利息 25,944
為替差損 150,565
その他 18,226 194,736

経常利益 1,977,774
特別利益
受取保険金 39,299 39,299
特別損失
固定資産除却損 127
工場建替関連費用 140,252
災害による損失 36,166
抱合せ株式消滅差損 33,129
減損損失 62,395 272,072

税引前当期純利益 1,745,002
法人税、住民税及び事業税 164,743
法人税等調整額 △449,606 △284,863
当期純利益 2,029,865
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三優監査法人
 東京事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 公 太
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 村 啓 文

独立監査人の監査報告書
2023年２月13日

株式会社テクノフレックス
　取締役会　　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社テクノフレックスの2022年１月１日から2022年12月31日まで
の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社テクノ
フレックス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施

する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記

事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査
人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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三優監査法人
 東京事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 公 太
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 村 啓 文

独立監査人の監査報告書
2023年２月13日

株式会社テクノフレックス
　取締役会　　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社テクノフレックスの2022年１月１日から2022年12月31
日までの第22期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施

する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記

事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監
査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2022年１月１日から2022年12月31日までの第22期事業年度における取締役の職務の執行について監査い
たしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に
関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、会社の内部監査部門と連携のうえ、本社
及び主要な事業所等において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社についても、必要に応じ事業の報告を受け
ました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10
月28日企業会計審議会）等に準拠して適切に整備している旨の報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年２月17日

株式会社テクノフレックス　監査等委員会

　常勤監査等委員 小 菅 　 薫 ㊞
　監査等委員（社外取締役） 植 木 秀 敏 ㊞
　監査等委員（社外取締役） 深 見 克 俊 ㊞　

監査等委員会の監査報告

以　上
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会場 株式会社テクノフレックス 東京都台東区蔵前一丁目５番１号
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見やすく読みまちがえ
にくいユニバーサル
デザインフォント
を採用しています。
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